
１　法人の概要

※役員と職員を兼ねている者の人数は、役員と職員の両方に計上し、職員数には括弧（内数）で表示。

２　法人の行動計画(令和４～７年度)

３　財務

①正味財産増減計算書  (単位:千円) ②貸借対照表  (単位:千円) ＜主な経営指標＞

経常収益 流動資産

固定資産

資産計

受託事業収益 流動負債

自主事業収益 短期借入金

固定負債

その他の収益 長期借入金

経常費用 負債計

事業費 指定正味財産 ※端数処理の関係で増減が一致しないことがある。

管理費 うち基本財産充当額

一般正味財産 ＜退職給与引当状況 (単位:千円)＞

当期経常増減額 うち基本財産充当額

経常外収益 正味財産計

経常外費用 負債・正味財産計

当期経常外増減額 ※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

当期一般正味財産増減額 ③県の財政的関与の状況（事業費補助・委託を除く）  (単位:千円)

当期指定正味財産増減額

当期正味財産増減額合計

運営状況概要書

（公益３）

法人名： 公益財団法人　秋田県生活衛生営業指導センター 設立年月日 昭和55年4月17日

代表者職氏名 理事長　齊藤　育雄 基本財産等 5,310千円 県出資等額及び比率 1,500千円 (28.2%) 所管部課名 生活環境部生活衛生課

設立目的
生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律に基づき、生活衛生関係営業の経営の健全化及び振興を通じて衛生水準の維持向上を図り、併せて利用者及び消費者の利益の擁護を推進するための
相談指導機関として設立された。

事業概要 主に各種経営相談・経営指導、生活衛生関係営業に関する講習会等、クリーニング師研修会及びクリーニング所の業務従事者の講習会、日本政策金融公庫融資の指導、標準営業約款の登録推進等を行う。

関連法令、県計画 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律

理事 監事 評議員 計 正職員 出向職員 臨時・嘱託 計

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 4(1) 4(1)

1 6 2 5 1 13

県関与のあり方 継続 経営状況 安定 取組の方向性 ・安定的経営の継続　・公益的事業の安定実施　

目標 ○生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第57条の３に基づき、生衛業の専門指導機関として知事が指定した団体であり、収支均衡による安定的経営を継続し、公益的事業の安定実施に努める。

区　　分 令和４年度 令和５年度 区　　分 令和４年度 令和５年度 項　目 令和４年度 令和５年度 増減※

23,014 23,196 5,705 6,164

基本財産・特定資産運用益 1 1 5,370 5,370

受取会費・受取寄附金 11,075 11,534

2,283 2,117 255 624

受取補助金・受取負担金 20,730 21,078

22,853 23,106 255 624

20,963 21,220 5,310 5,310

1,890 1,886 5,310 5,310

人件費(事業費分含む) 16,845 16,927 5,510 5,600

161 90 要支給額 引当額 引当率(%)

10,820 10,910 0 0 －

11,075 11,534 ※中小企業退職共済制度に加入している。

161 90

区　分 令和４年度 令和５年度 支出目的等

161 90 年間支出

年度末残高

役員数
(R6.7.1現在)

職員数
(R6.4.1現在)

取組

○法人が実施する公益的事業
・相談指導事業 （窓口相談、巡回指導、融資指導等）
・情報化整備事業 （ホームページによる情報発信）
・後継者育成支援事業 （中学校、高校への出前講座や講習会の開催）
・健康・福祉対策推進等事業（研修会の開催等）
【目標】法人の中核業務である相談指導事業の年間相談件数：430件
        後継者育成支援事業による体験学習に満足した人の割合：80％

経常収支比率
 (経常収益÷経常費用)

100.7% 100.4% △0.3

流動比率
 (流動資産÷流動負債)

2237.3% 987.8% △1249.4

自己資本比率
 (純資産計÷負債・純資産計)

97.7% 94.6% △3.1

有利子負債比率
 (有利子負債÷純資産計)

0.0% 0.0% ＋0.0



Ⅰ 自己評価

Ⅱ 所管課評価

Ⅲ 委員会評価

【委員からの提言】

委員会評価を踏まえた対応方針

運営状況評価表

（公益３）

法人名： 公益財団法人　秋田県生活衛生営業指導センター

1 行動計画における目標及び取組の達成状況 2 経営状況

【令和５年度実績】 【令和５年度実績】

【自己評価】 評価 Ａ 【自己評価】 評価 Ａ

1 行動計画における目標及び取組の達成状況 2 経営状況

【所管課評価】 評価 Ａ 【所管課評価】 評価 Ａ

総合評価 法人全体の取組・運営状況に関するコメント

法人の対応方針 所管課の対応方針

○法人の中核業務である相談指導事業の年間相談件数：537件（前年度：483件、目標：430件）
○後継者育成支援事業による体験学習に満足した人の割合：94.7％（前年度：97.7％、目標：80％）
○情報化整備事業（ホームページによる情報発信）アクセス数：約9,500件（前年度：約9,500件）
○後継者育成支援事業（中学校、高校への出前講座や講習会の開催）：５校、133名（前年度：４校、98名）
○健康・福祉対策推進等事業（研修会の開催等）：６カ所、133名（前年度：６カ所、161名）

○経常収益：23,196千円（前年度：23,014千円）
○経常費用：23,106千円（前年度：22,853千円）
○当期経常増減額：90千円（前年度：161千円）

○目標値としている相談指導事業の年間相談件数については、積極的な相談の掘り起しにより目標比でプラス
107件となっており、目標を達成した。
○後継者育成支援事業の体験学習の満足度についても、受講した生徒からのアンケートによると、大いに満足、
満足と答えた人が94.7％となっており、目標を大きく上回っている。

○公益財団法人として収支相償基準を達成しながら、当期経常増減額は90千円のプラスとなっている。
○経常収益の範囲内で支出しており、安定的に収支均衡を達成することにより、経常収支比率は100.4％と概ね
収支均衡を保っており、一般正味財産も5,600千円であることから、財産基盤の健全性が確保されている。

○行動計画に掲げた年間相談件数及び事業に満足した人の割合については目標を上回っており、日頃からの法人
の活動を評価する。
○健康・福祉対策推進事業の一つとして、地域包括ケアシステムへの参画に向けた取組を行っており、生活衛生
業務の振興のみならず地域社会との共存に向けた動きを期待する。

○令和５年度の経営状況は、収支均衡を保っており、安定的である。
○今後も、安定的な経営状況の継続に向けた取組を進めていただきたい。

Ａ
○中核業務である相談指導事業の年間相談件数については目標を大きく上回っているほか、他事業についても着実な実施がなされていることから、法人運営については順調であると評価できる。

○今後も県内の生活衛生関係営業の経営の健全化や振興を図るため、安定的な経営状況を継続するとともに、公益的事業の着実な実施に努めてもらいたい。

〇引き続き経営の安定化に努める。
〇生衛組合及び組合員に寄り添い細かな相談に対応していくとともに、より充実した後継者育成支援事業や、地
域包括ケアシステムへの参画に向けた取組等を行い、公益的事業の着実な実施に努める。

○法人が現在の安定的な経営を継続し、行動計画における目標及び取組が今後も着実に達成できるよう支援を続
けていく。



法人名 (公財)秋田県生活衛生営業指導センター

①令和６年度計算書類等

法人所管課 生活衛生課



公益財団法人秋田県生活衛生営業指導センター定款 

 

 

第１章 総   則 

 

 （名称） 

第１条 この法人は、公益財団法人秋田県生活衛生営業指導センターと称する。 

 （事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を秋田県秋田市に置く。 

 

               第２章 目的及び事業 

 

 （目的） 

第３条 この法人は、秋田県における生活衛生関係営業（生活衛生関係営業の運営の適正

化及び振興に関する法律（以下法という。）第２条第１項各号に掲げる営業をいう。以下

同じ。）の経営の健全化及び振興を通じてその衛生水準の維持向上を図り、あわせて利用

者又は消費者の利益の擁護を図り、生活衛生関係営業全般の健全な発展に寄与すること

を目的とする。 

 （事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1) 生活衛生関係営業に関する衛生施設の維持及び改善向上並びに経営の健全化、振興

についての相談及び指導 

(2) 生活衛生関係営業に関する利用者又は消費者の苦情処理並びに苦情に関する営業者

又は生活衛生同業組合の指導 

(3) 標準営業約款に関する営業者の登録及び普及 

(4) 生活衛生関係営業に関する講習会、講演会、展示会等の開催又はあっせん 

(5) 生活衛生関係営業に関する情報又は資料の収集及び提供 

(6) クリーニング師の研修会及びクリーニング所の業務従事者の講習会の実施 

(7) 生活衛生関係営業の振興を図るための事業及び調査 

(8) その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

第３章 資産及び会計 

 

（財産） 

第５条 この法人の財産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。 

２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会で定

めた別表の財産とする。 

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。 



 （基本財産の維持及び処分） 

第６条 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理

しなければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しよ

うとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を受けなければならない。 

（事業年度） 

第７条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 （事業計画及び収支予算） 

第８条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した

書類（以下この条において「事業計画書及び収支計算書等」という。）については、毎事

業年度開始の日の前日までに理事長が作成し、理事会の決議を経て、直近の評議員会へ

報告するものとする。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項に規定する事業計画書及び収支計算書等については、当該書類を主たる事務所に、

当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第９条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類

を作成し、監事の監査を受け、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 

(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類については、

定時評議員会に提出し、第１号についてはその内容を報告し、その他の書類については、

承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供する

とともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の基準を記載した書類 

(4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記

載した書類 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第10条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第48条

の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算

定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 

 

第４章 評 議 員 



 

（評議員） 

第11条 この法人に評議員３名以上７名以内を置く。 

２ 評議員のうち、１名を評議員長とする。 

（評議員の選任及び解任） 

第12条 評議員の選任及び解任は、評議員会の議決により行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の

１を超えないものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産に

よって生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの 

(2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が評

議員の総数の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

る者にあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員である者（国会議員及び地方公共団体の議会の議

員を除く。） 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定す 

る大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、

総務省設置法第４条第15号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特

別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人を

いう。） 

３ 評議員長は、評議員会において選定する。 

４ 評議員は、この法人の理事又は監事若しくは使用人を兼ねることができない。 

 （評議員の職務及び権限） 

第13条 評議員は、評議員会を構成し、第17条に規定する事項の決議に参画するほか、法



令に定めるその他の権限を行使する。 

（任期） 

第14条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議

員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第11条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任

した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

（評議員に対する報酬等） 

第15条 評議員は無報酬とする。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会が別に定める。 

 

第５章 評議員会 

 

（構成） 

第16条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第17条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事、監事及び評議員等の報酬等の支給の基準 

(3) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

(4) 定款の変更 

(5) 残余財産の処分 

(6) 基本財産の処分又は除外の承認 

(7) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（種類及び開催） 

第18条 評議員会は、定時評議員会及び臨時評議員会とする。 

２ 定時評議員会は、年１回、毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

３ 臨時評議員会は、必要がある場合には、いつでも開催することができる。 

（招 集） 

第19条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長

が招集する。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員は理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集

の理由を示して、評議員会の招集を請求することができる。 

３ 前項による請求があったときは、理事長は遅滞なく評議員会を招集しなければならない。 

（招集の通知） 

第20条 理事長は、評議員会の開催日の７日前までに、評議員に対して、会議の日時、場

  



所、目的である事項を記載した書面をもって招集の通知を発しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることな

く、評議員会を開催することができる。 

 （議長） 

第21条 評議員会の議長は、評議員長がこれに当たる。 

２ 評議員長に事故があるときは、その評議員会において出席した評議員の中から議長を選

出する。 

 （定足数） 

第22条 評議員会は、評議員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

（決議） 

第23条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 役員及び評議員等に対する費用の支給の基準 

(3) 定款の変更 

(4) 基本財産の処分又は除外の承認 

(5) その他の法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行

わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第28条に定める定数を上回る場

合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの

者を選任することとする。 

 （議事の省略） 

第24条 理事が、評議員会の目的である事項について提案した場合において、その提案に

ついて、議決に加わることのできる評議員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなす。 

 （報告の省略） 

第25条 理事が評議員の全員に対し、評議員会に報告すべき事項を通知した場合において、

その事項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項について評議員会への報告が

あったものとみなす。 

（議事録） 

第26条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

２ 議事録には、出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。 

 （評議員会運営規則） 

第27条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会が別に定める。 

 



 

第６章 役 員 

 

（役員の設置） 

第28条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事 ３名以上７名以内 

(2) 監事 ２名以内 

２ 理事のうち１名を理事長、1名を専務理事とする。 

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」

という。）上の代表理事とし、専務理事をもって同法第197条において準用する同法第91

条第1項第2号の業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第29条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 監事は、この法人の理事、評議員及び使用人を兼ねることはできない。 

４ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあ

るものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を超えては

ならない。監事についても同様とする。 

（理事の職務及び権限） 

第30条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行

する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執

行する。 

３ 専務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 

４ 理事長及び専務理事は、毎事業年度ごとに４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務

の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第31条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作

成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財

産の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 

第32条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時評

議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の終了する時までとする。 

４ 理事又は監事は、第28条に定める定数に足りなくなったときは、辞任又は任期の満了後



においても、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務

を有する。 

（役員の解任） 

第33条 理事又は監事が、次の各号の一に該当するときは、評議員の決議によって解任す

ることができる。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることができる評議員の

３分の２以上の議決に基づいて行わなければならない。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと認められると

き。 

（報酬等） 

第34条 理事及び監事は、無報酬とする。ただし、税理士等の資格を有する監事に対して

は、報酬の支払いをすることができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会が別に定める。 

 

  

第７章 理事会 

 

（構成） 

第35条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第36条 理事会は、この定款に定めるもののほか、次の職務を行う。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び専務理事の選定及び解職 

（種類及び開催） 

第37条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会とする。 

２ 通常理事会は、毎事業年度２回開催する。 

３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。  

(2) 理事長以外の理事及び監事から、会議の目的である事項を記載した書面をもって理事

長に招集の請求があったとき。 

（招集） 

第38条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 （招集の通知） 

第39条 理事会を招集するときは、理事会の開催日の７日前までに、各理事及び監事に対

して、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面をもって、招集の通知を発し



なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続きを

経ることなく理事会を開催することができる。 

（議長） 

第40条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 （定足数） 

第41条 理事会は、理事の過半数の出席がなければ開催することができない。 

（決議） 

第42条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、「一般法人法」第197条において準用する同法第96条の要件

を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第43条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。議事録

には、出席した理事長及び監事が記名押印する。 

 （理事会運営規則） 

第44条 理事会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事

会が別に定める。 

 

第８章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第45条  この定款は、評議員会において、決議に加わることのできる評議員の３分の２以

上の議決によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第3条、第4条及び第12条についても適用する。 

（解散） 

第46条 この法人は、「一般法人法」第202条に規定する事由及びその他法令で定められた

事由により解散する。 

（公益目的取得財産残額の贈与） 

第47条 この法人が、公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅す

る場合（その権利義務を承継する法人が公益法人である場合を除く。）には、評議員会

の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの

日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律（以下「公益認定法」という。）第5条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公

共団体に贈与するものとする。 

（残余財産の帰属） 

第48条 この法人が解散等により清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の

議決を経て、「公益認定法」第５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に



贈与するものとする。 

 

第９章 事務局  

 

（設置等） 

第49条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長及び重要な職員は、理事長が理事会の承認を経て任免する。 

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事長が理事会の決議により別に定める。 

（備付け帳簿及び書類） 

第50条 事務所には、常に次に掲げる帳簿及び書類を備えておかなければならない。 

(1) 定款 

(2) 理事、監事及び評議員の名簿 

(3) 認定、許可、認可等及び登記に関する書類 

(4) 定款に定める機関（理事会及び評議員会）の議事に関する書類 

(5) 財産目録 

(6) 役員及び評議員等の報酬並びに費用に関する規程 

(7) 事業計画書及び収支予算書 

(8) 事業報告書及び計算書類等 

(9) 監査報告書 

(10) その他法令で定める帳簿及び書類 

２ 前項各号の帳簿及び書類等の閲覧については、法令の定めによるほか、第51条第2項の

定めによるものとする。 

 

第１０章 情報公開及び個人情報の保護 

 

 （情報公開） 

第51条 この法人は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財

務資料等を積極的に公開するものとする。 

２ 情報公開に関して必要な事項は、理事会が別に定める。 

 （個人情報の保護） 

第52条 この法人は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期するものとする。 

２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会が別に定める。 

 

第１１章 公告の方法 

 

（公告の方法） 

第53条 この法人の公告は、この法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方

 



法により行う。 

 

第１２章 補 足 

 

 （委任） 

第54条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会が別に定

める。 

 

附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106条第１

項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106条第１項に定める

特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行ったときは、第５条の規定に

かかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度

の開始日とする。 

３ この法人の最初の代表理事は、鷲谷一四、業務執行理事は宮腰智也、理事は次に掲げ

る者とする。 

山谷久信、松村讓裕、山本久博、佐藤一三四、佐藤静夫 

４ この法人の最初の監事は、稲田仁、吉川昭一とする。 

５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 

高橋正雄、幡江健志、岡田邦雄、齊藤育雄、平野秋光、冨野忠雄、高橋キン 

 

 附 則 

この定款は、評議員会議決の日から施行する。 

  

附 則 

この一部改正は、評議員会議決の日から施行する。 

  この一部改正は、令和２年６月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表 基本財産（公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産以外のもの）（第５条関係） 

     財 産 種 別   場 所 ・ 物 量 等 

(１)第２項の不可欠な基本財産 

  定期預金 

 

 

秋田銀行大町支店 

   ５，３１０，０００円 

 



 

基 本 財 産 出 資・出 捐 者 名 簿 

 
令和６年３月３１日現在 

 

法   人   名 公益財団法人秋田県生活衛生営業指導センター 

出 資 等 団 体 総 数 １７ 

資本金・基本財産合計額 ５，３１０千円 

  

     

出  資  等  団  体  名 出 資 額 等 備  考 

秋  田  県 １，５００千円  

秋  田  市       ７００千円  

秋田県理容生活衛生同業組合       ３７６千円 寄付金 

秋田県美容生活衛生同業組合       ３１９千円 寄付金 

秋田県鮨商生活衛生同業組合       １７０千円 寄付金 

秋田県旅館ホテル生活衛生同業組合       １９７千円 寄付金 

秋田県喫茶業生活衛生同業組合       １５８千円 寄付金 

秋田県飲食業生活衛生同業組合       ２１４千円 寄付金 

秋田県麺類飲食生活衛生同業組合       ２０４千円 寄付金 

秋田県料理業生活衛生同業組合       １６６千円 寄付金 

秋田県食肉生活衛生同業組合       １８１千円 寄付金 

秋田県社交飲食業生活衛生同業組合       １６７千円 寄付金 

秋田県中華料理生活衛生同業組合       １６０千円 寄付金 

秋田県クリーニング生活衛生同業組合       １８６千円 寄付金 

秋田県興行生活衛生同業組合       １５４千円 寄付金 

秋田県公衆浴場生活衛生同業組合       １５８千円 寄付金 

（寄付金小計    14 組合） ２，８１０千円  

公益財団法人秋田県生活衛生営業指導セ

ンター 
      ３００千円 

当指導センター１０

周年記念大会決算余

金繰入（平成３年） 

   

合       計   ５，３１０千円  

 



法 人 名 ：

時 点 ：

番
号

役職名称 氏名 職名
番
号

役職名称 氏名 職名

1 理事長 齊藤　育雄
飲食業生活衛生同業
組合理事長 28

2 専務理事 武田　勝
営業指導センター事
務局長 29

3 理    事 小林　一之
理容生活衛生同業組
合理事長 30

4 理　　事 谷口　由明
中華飲食業生活衛生
同業組合理事長 31

5 理    事 福岡　克正
クリーニング生活衛生同
業組合理事長 32

6 理　　事 小松　信一
食肉生活衛生同業組
合理事長 33

7 理　　事 品川　敬一
社交飲食業生活衛生
同業組合理事長 34

8 監　　事 稲田　仁
興行生活衛生同業組
合理事長 35

9 監　　事 吉川　裕太
吉川税理士事務所　
所長 36

10 0 0 0 37

11 0 0 0 38

12 0 0 0 39

13 0 0 0 40

14 0 0 0 41

15 0 0 0 42

16 0 0 0 43

17 0 0 0 44

18 0 0 0 45

19 0 0 0 46

20 0 0 0 47

21 48

22 49

23 50

24 51

25 52

26 53

27 54

秋田県出資・出捐法人　役員名簿

（公財）秋田県生活衛生営業指導センター

令和6年7月1日
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４ 
 

令和６年度 事業計画書 

 

公益財団法人 秋田県生活衛生営業指導センター 

 

 

１ 方  針 

  公益財団法人として不特定かつ多数の者の利益の擁護に努め、県民の日常生活

と深い関係を持つ生活衛生関係営業の経営の健全化と振興を図るため、経営相

談・指導を充実するとともに、情報の収集と提供を行う。 
また、生活衛生同業組合組織の充実強化を支援することとし、これらの活動を

通じて生活衛生関係営業の衛生水準の維持向上を図り、あわせて、生衛業者と利

用者双方の利益の増進に資することとする。 
  標準営業約款については、消費者の利益擁護の観点から、再登録、新規登録の 
促進に努め、制度の普及啓発を図る。 
 クリーニング師等研修については、クリーニング業に携わる者の資質と技能の

向上及び利用者へのサービス向上を図るため、研修会及び講習会を開催する。 

 
２  生活衛生関係営業指導事業 

（１）相談指導事業 

    ①  相談指導体制 
経営指導員等４名及び経営特別相談員４６名により、融資（一般融資、 

生活衛生関係営業経営改善資金融資）、経営、税務、衛生、労務、設備改 
善等について相談、指導を行う。 

      ② 経営特別相談員の研修 
経営特別相談員の資質と能力の養成・向上を図るため研修会を開催する。    
なお、新たな経営特別相談員の養成に関し、県から研修会開催等の要請 

があった場合は、実施に向けて協力するものとする。 

③ 相談指導の手法 
  センターにおける相談・指導のほか、県内各地域において商工会議所等 
 関係団体や中小企業診断士等の外部専門家とも連携しながら、経営相談・ 
指導を実施する。 

  また、生衛業者を個別に巡回して経営相談・指導を実施する。 
④ 相談支援連絡協議会 

    ア 経営指導員及び経営特別相談員の資質の向上を図るため、専門知識を

有する者を講師とする研修会を開催する。 

 



５ 
 

イ 株式会社日本政策金融公庫及び生活衛生同業組合等関係機関と相談 
内容や対応困難な事例等について情報交換し、対応策を協議するため 
の会合を開催する。 

 
（２）情報化整備事業     

これまで蓄積してきた各種情報を有効活用すること及びシステム環境の

維持管理を主な事業として進めてきたが、最近の社会経済全体の動向におい

ては、デジタルトランスフォーメンション（DX）による新たな付加価値の創

造や日常業務の質の向上に取り組むことが求められていることから、公益法

人協会などからの情報やシステムの維持管理を委託している事業者からの

アドバイスのもと、日常の業務の中でデジタル化が可能な分野を把握し、業

務の全体最適化を図りながら社会のＤＸに対応する仕組みを目指す。 

 

（３）後継者育成支援事業  

雇用吸収力の高い生衛業の活性化及び生衛業が直面している後継者不足 
の課題の緩和を図るため、高校生等を対象として生衛業に対する理解を深 
めることにより、職業観の醸成や進路に対する心構えの習得をねらいとし 
た出前授業を実施する。 

 

（４）健康・福祉対策推進等事業 

  ① 健康・福祉対策推進事業 

生衛業は、地域の生活に密着した営業形態であることから、地域社会と

の共存や福祉の増進及び衛生水準の維持向上等により、地域コミュニティ

をリードする立場であり、様々な分野や地域からの要請に応えることが求

められていることから、生衛業者に対して、健康、福祉及び生活衛生等を

テーマとした研修会を開催し、それぞれの顧客や地域住民の方々へ必要な

情報の発信や注意喚起を担っていただけることを目的とする。  
② 生活衛生関係営業地域活性化連携事業 
 人口減少、高齢化率の上昇、生産年齢人口の減少、そして高齢者世帯の

増加など、医療や介護に頼らないで暮らしているお年寄りが地域の皆さん

に見守られながら安心して暮らしていけるよう、また、生衛業がこうした

「見守り、生活支援等」への役割を果たすことができるようにするために

は、市町村とどのような連携を図る必要があるのかを調査・研究する。 
 また、市町村との連携が図られた地域においては、これからの地域にお

ける高齢者への見守りや生活支援について、県内全域への情報の提供や課

題の抽出を行い、高齢者が住みよい地域環境の在り方について議論を深め

る。 



６ 
 

 
 （５）組織強化事業 

   ① 生活衛生営業組織強化事業 
         生活衛生同業組合との連携を密にすることにより、各組織の強化等を支

援する。 
  ② 理事長表彰 

生活衛生同業組合の健全な発展と組合員の意欲の向上を図るため、表彰 
事業を行う。 

   ③ 生活衛生同業組合職員の研修 
     生活衛生同業組合事務局職員の資質の向上に寄与するため、各種研修会 

への参加の機会を設ける。 
   ④ 事務局連絡会議の開催 

   生活衛生同業組合事務局と情報交換を図る等連携を深めるため、連絡会 
議を開催する。 

   ⑤ 地方連絡協議会振興事業 
          地方連絡協議会が行う研修会等を支援するとともに、組織強化事業に対 
    して交付金を交付する。 

                                                                     
３ 標準営業約款登録事業 
 理容、美容、クリーニング、めん類飲食及び一般飲食業について、制度の普及 
及び営業者の登録促進を図る。 
（１）リーフレット、ポケットテッシュ等を配布し、普及啓発に努める。 
（２）ホームページにおいてＰＲを図る。 
（３）登録は年２回（８月と２月）行う。 

 
４ クリーニング師等研修事業 

  クリーニング師の資質向上と業務従事者の知識の習得及び技能の向上を図る 
 ため、クリーニング業法第８条の２の規定によるクリーニング師研修及び同法 
第８条の３の規定によるクリーニング業務従事者講習を実施し、クリーニング業 
務の技術向上と利用者へのサービス向上に資する。 
なお、実施に当たっては、全国指導センターが秋田県知事の指定を受け、当セ 

ンターが委託を受けて実施するものとする。 

 
５ 公益財団法人全国生活衛生営業指導センター受託事業 

生活衛生関係営業者の経営状況調査及び景気動向等調査について、調査対象各

７０件に対して実施する。 









法人名 (公財)秋田県生活衛生営業指導センター

②令和５年度計算書類等

法人所管課 生活衛生課










































